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This thesis describes the developments and applications of the Web-based interactive travel 
survey systems for three different challenges in urban transportation fields; (1) Mode and route 
choice behavior after relocations of large scale facilities; (2) Measuring attractiveness of 
commercial districts considering personal contexts of activity chains; (3) Mobility management 
measures for voluntary travel behavior change in large scale facilities with high internet diffusion 
rate. All three systems utilized the features of Web-based interactive travel survey methods and 
were useful for data collection or providing effective communication environments in the case 
where traditional survey methods were not suitable. The results of this thesis can contribute to the 
enhancement of application fields of the Web-based interactive travel survey methods. 

 
１． 研究の背景と目的 

 
交通計画の課題の変化や新たな観点の創出を

受けて，交通調査に対する要求も変化している．

休日を含む非定常的な交通の理解やマネジメン

ト施策の評価が重視されるようになり，対象者の

行動や態度，意識の変化をより個別に，深く詳細

に捉える必要性が増加している．そのため，詳細

な行動，活動データの収集や，行動記録と空間情

報との対応，信頼性の高い行動意向データなどが

求められている．また，モビリティ・マネジメン

ト（MM）のようなコミュニケーション施策では，

交通調査と一体化した対象者とのコミュニケー

ションを効果的，効率的に行うことが重要である． 
回答者の状況に応じた設問設定を行う「応答型

調査手法」は以前から，信頼性の高い行動意向デ

ータの収集に有効であることが示され，さまざま

な適用事例が存在するが，このような状況のもと

で，その有用性は高まっているものと考えられる． 
また，近年の情報通信技術の発達に伴って，

Web や GPS に代表される位置特定技術，地理情

報システム（GIS）など，交通調査に利用可能な

技術も進歩しており，精度の高い交通実績データ

を効率的に取得し，応答型調査に利用できる可能

性が高まっている． 

以上の背景から本研究では，「応答型 Web 交通

調査手法」に着目し，その特徴を整理し，近年の

さまざまな交通計画の課題の分析に必要な交通

行動データを収集可能な，応答型 Web 交通調査

システムを開発し，従来の調査手法では獲得困難

であった有用な調査回答が得られることや，効果

的なコミュニケーションが可能であることを示

すことを目的とした． 
具体的には， 

1) 大規模施設の移転および広域交通ネットワ

ークの変化に伴う，交通手段・経路選択 
2) 活動の文脈に着目した，目的地の魅力計測 
3) Web 利用率の高い大規模施設でのコミュニ

ケーション施策 
の 3 種類の課題について対応する応答型 Web 交

通調査システムを開発・適用し，応答型交通調査

手法の特徴を活かすことで，課題分析に有用なデ

ータの収集や，効果的なコミュニケーションが可

能であることを示す． 
 
２． 応答型 Web 交通調査手法の特徴 
 
応答型 Web 交通調査手法に利用可能な技術の

発展と交通調査への応用状況，応答型調査手法の

交通調査への適用に関する研究動向をレビュー
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し，応答型 Web 交通調査手法の特徴を整理した． 
コンピュータの交通調査への応用では，大規模

調査の補完的役割と，より深く詳細な情報を得る

という 2 方向への発展が見られる．後者に関して

は，地理情報システム（GIS），位置特定技術など

を組み合わせて活用することで，信頼性の高い交

通行動実績を把握することが可能であり，空間情

報を含む個人の詳細なデータは，応答型調査の設

問設定のための入力情報としても有用である． 
応答型調査手法は仮想状況のもとでの行動意

向を尋ねる選好意識（SP）調査での有用性が高く，

交通手段選択や経路選択などに関する応答型 SP
調査への適用事例が多い．室内シミュレーション

実験やゲーミング・シミュレーションについても

今後の発展が期待される．MM のようなコミュニ

ケーション施策も，応答型調査や Web との親和

性が高く，実態把握から対象者の抽出，コミュニ

ケーション実施まで広範囲で活用可能である． 
Web 調査の回収率や回答者属性の特徴につい

ては，今後の知見の蓄積が求められる．大規模調

査の補完として用いる場合は，若年者や単身者と

いった紙面調査では回収が困難とされた層の掘

り起こしが期待され，Web 普及率の高い施設，グ

ループを対象にした調査では，Web 調査の問題で

ある回答可能サンプルの偏りが緩和できると考

えられる． 
以上のレビューから，応答型 Web 交通調査手

法の特徴を主に以下の 3 点に整理した． 
1) 回答者の状況に即した設問設定により，仮想

状況に関して代替性の高い代替案を提示し，

信頼性の高い行動意向データを収集できる． 
2) GPS 等の位置特定技術と GIS とを組合せて

活用することにより，信頼性の高い交通行動

実績の把握や空間情報を用いた設問設定が

可能になる． 
3) Web の普及に伴い，回答可能サンプルの偏り

が生じない調査環境が整うとともに，調査対

象者の交通行動特性を把握し，適切な情報提

供を行うコミュニケーション施策を効率的，

低廉に実施できる可能性が高い． 

３． 大規模施設の移転および広域交通ネット

ワークの変化に伴う，交通手段・経路の選

択に関する調査手法の開発と適用 
 

大規模施設移転後の交通施設へのインパクト

に関する事前検討の例として，東京大学柏キャン

パスへの移転を取り上げて，移転後の通勤通学手

段・経路選択に関する応答型 Web 交通調査シス

テム―通勤通学交通調査システム―を開発し，将

来の手段・経路選択行動を説明するモデルの推定

に有用なデータを収集することを目的とした． 
対象者の多くは，本郷キャンパスに通勤通学し

ており，通勤通学先が地理的に大きく変化し，鉄

道新線開業に伴う交通ネットワーク変更に直面

するため，将来の交通状況について十分な情報を

持っておらず，応答型 Web 交通調査を通して個

人の状況に応じて利用可能な通勤通学手段・経路

が提示されることによって初めて，有用な行動意

向データが収集可能となる． 
開発した調査システムでは，将来の交通ネット

ワークデータにもとづくOD間のサービス水準デ

ータベースを用意し，Web-GIS 機能を用いて個人

が入力する出発地点データと組み合せることで，

代替経路情報を即時に画面表示することが可能

である．図 3-1 に調査システムの構成図を，図 3-2
に手段・経路の選択意向調査画面の例を示す． 

 
図 3-1 通勤通学交通調査システムの構成 
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図 3-2 経路・手段選択意向調査画面 

 
東京大学柏キャンパスへの移転者および移転

予定者を対象にした調査では，対象者層のほとん

どが個人のメールアドレスを持つことから，メー

リングアドレスなどを利用して効率的な調査依

頼が可能となった．調査システムに対する回答者

の評価はおおむね良好であった． 
収集したデータを用いて，図 3-3 に示す選択構

造を持つネスティッドロジットモデルを推定し

たところ，統計的に有意な推定結果（表 3-1）を

得ることができ，回答データの有用性は高いと結

論する． 
ここで開発した応答型 Web 交通調査システム

は，本社移転，総合病院の新設・移転等に伴う交

通施設へのインパクトの事前検討に適用可能で

ある． 

 

図 3-3 手段・経路選択モデルの選択構造 

表 3-1 手段・経路選択モデルの推定結果 

レベル 変数 パラメータ t値 (0) t 値 (1)
自動車ダミー 0.890  1.98**   手段選択 
λ2 0.523  3.86** 3.51** 
旅行時間 -0.136  -7.82**   
費用/月 -1.17E-4  -7.10**   
東京駅ダミー -5.00  -5.97**   

経路選択

（鉄道） 

λ1 0.377  5.67** 9.37** 
旅行時間 -0.136  -7.82**   イグレス

手段選択 費用/月 -1.17E-4  -7.10**   
旅行時間 -0.136  -7.82**   
費用/月 -1.17E-4  -7.10**   

経路選択

（自動車）

有料道ダミー -1.27  -1.68*   
L(0) -511.6 
L(θ) -409.8
調整ρ2 0.196
サンプル数 249

**95%有意 *90%有意 

 
４． 活動の文脈に着目した，目的地の魅力計測

に関する調査手法の開発と適用 
 
活動施設の整備に伴う活動中心の魅力向上に

関する事前検討の例として，宇都宮市の中心市街

地での魅力向上施策を取り上げ，休日の私事目的

地選択に関する応答型 Web 交通調査システム―

休日私事外出活動調査システム―を開発し，個人

にとって重要な活動施設の整備に伴う目的地評

価の変化に関する有用なデータを収集すること

を目的とした． 
休日の私事活動には，「必須」，「ついで」，「思

いつき」の重要度の相違があるとの仮説を立て，

回答者別に郊外での私事活動の実態とその重要

度，ならびに中心市街地の活動施設との相対評価

を設問し，それらを用いて，重要度が高く，中心

市街地の相対評価の低い「最重要活動」の施設が

中心市街地に整備されるといった，特定の活動文

脈に対応した魅力向上施策が実施された場合の

仮想スケジュールを構築し，郊外での現実の活動

履歴と比較させることにより，目的地評価の変化

を捉えた． 
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図 4-1 休日私事外出活動調査システムの構成 

 
図 4-2 活動履歴と仮想スケジュールの 

比較評価画面(1) 

 

 

図 4-3 活動履歴と仮想スケジュールの 
比較評価画面(2) 

 

調査システムでは，Web-GIS を用いた活動施設

の検索，交通条件の設定，時刻制約を考慮した仮

想スケジュールの構築などの点で，応答型 Web
交通調査システムの特徴が活用されている．図

4-1 に調査システムの構成図を，図 4-2，図 4-3 に

郊外での活動履歴と中心市街地での仮想スケジ

ュールの比較評価画面の例を示す． 
活動履歴と仮想スケジュールの比較では，中心

市街地が現状のままの場合，「最重要活動」につ

いて郊外の活動施設と同じものが中心市街地に

整備される場合，加えて，トランジットモールが

整備される場合の 3 種類について 5 件法で比較評

価する． 
図 4-4 は活動履歴と仮想スケジュールの比較結

果を魅力向上施策別に示したものである．現状で

は大半の回答者が郊外の方が満足できると評価

しているが，最重要活動施設の整備により，中心

市街地の評価は改善している．さらに，トランジ

ットモールの整備により，中心市街地の満足度が
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大きく向上する結果となった． 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

＋ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ

最重要活動施設整備

Do Nothing

中心市街地満足 中心市街地やや満足 中立 郊外やや満足 郊外満足  
図 4-4 活動履歴と仮想スケジュールの 

比較評価結果 
 
この調査結果を用いて，活動スケジュールの満

足度の比較評価を個人の活動状況や態度の変数

で説明するオーダード・プロビットモデルを推定

した（式 4-1）．統計的に有意なモデルが得られて

おり（表 4-1），回答データの有用性は高いと結論

する． 
 
P(y=1: 郊外満足) 

P(y=2: やや郊外) 

P(y=3: 中立) 

P(y=4: やや中心) 

P(y=5: 中心満足) 

 

= Φ(-βx) 

= Φ(θ1-βx) - Φ(-βx) 

= Φ(θ2-βx) - Φ(θ1-βx) 

= Φ(θ3-βx) - Φ(θ2-βx) 

= 1 - Φ(θ3-βx) 

式 4-1 

Φ：標準正規分布の累積分布関数 

表 4-1 満足度比較モデルの推定結果 
説明変数 パラメータ t値 

活動状況 
郊外商業施設での実際の活動実行数 

 

-0.212 -1.71*

活動状況・中心市街地評価 
最重要活動の中心市街地での満足度

低い 

 

-1.09 -3.59**

経験 
中心市街地来訪頻度(>1回/月) 

 

0.604 2.07**

態度 
ついでや思いつき活動が多い方だ 

歩行環境が整備されれば少し長く歩

いてもよい 

公共交通が便利ならば利用したい 

 

-0.762 

0.736 

 

0.535 

-2.20**

2.43**

1.67*

定数項 

θ1

θ2

θ3

1.79 

1.12 

2.35 

3.74 

3.50**

4.43**

7.32**

8.83**

L(θ) 

L(β) 

サンプル数 

-90.0

-75.3

62

**95%有意，*90%有意 

ここで開発した，活動施設で展開される複数活

動の重要度を考慮した行動計測と評価データの

収集システムは，私事や観光での目的地評価に幅

広く適用可能である． 
 
５． Web 利用率の高い大規模施設でのコミュ

ニケーション施策への応答型 Web 交通調

査手法の適用 
 

Web 調査環境の整った大規模施設でのコミュ

ニケーション施策への，応答型 Web 交通調査手

法の適用例として，移転がほぼ完了した東京大学

柏キャンパスを対象とする通勤通学 MM に適用

した．図 5-1 に MM の全体構成を示す． 

 

柏キャンパス構成員 事前 Web 交通調査 

自動車群 

通常 MM 

GPS-MM 

健康 MM 

非自動車群 

非 MM 群 MM 群 

非自動車群

希望者 

自動車通勤通学者 その他 

図 5-1 柏キャンパス通勤通学 MM の全体構成 
 
まず，グループインタビュー等により，教員，

職員(常勤，非常勤)，大学院生のグループによっ

て通勤通学実態が大きく異なることを把握した．

その相違を定量的に捉えるために，通勤通学者全

員を対象とする事前 Web 交通調査を実施した．

メールを介した接触だけによって有効回答率 3割

を達成し，交通手段や経路の利用実態とともに，

登校頻度，滞在パターン，自動車通勤通学者の代

替可能手段等の相違を初めて明らかにした． 
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次に，公共交通の利便性が低い郊外型大学キャ

ンパスにおいて，過度の自動車利用を抑制するた

め，実態把握をもとに，キャンパス構成員の多様

性に応じて，通常 MM，GPS-MM，健康 MM の

3 種類の Web-TFP を開発した．登校日数や登校

パターンの曜日による変動を考慮し，平日 5 日間

の交通実態の把握と，その評価結果である診断情

報の参加者へのフィードバックが基本となる． 
通常 MM は対象を通勤通学に絞った TFP であ

り，事前 Web 交通調査で主な通勤通学手段が自

動車と回答したグループ（自動車群）全体に対し

Web とメールのみの接触で参加依頼とコミュニ

ケーションを行った．図 5-2 は通常 MM の交通調

査画面，図 5-3 は交通診断情報画面である． 

 

図 5-2 通常 MM: 通勤通学日誌調査画面 
 

 
図 5-3 通常 MM: 交通診断情報画面 

GPS-MM と健康 MM は，事前 Web 交通調査の

回答者から希望者を募って実施した． 
GPS-MM は GPS 携帯電話と Web 交通調査，

交通診断，代替交通パターンシミュレーションを

組み合わせた交通行動自己診断システム－

iSMAP-Kashiwa－を利用するものである．交通

調査では通常 MM とは異なり，GPS 携帯電話で

取得した一日全体の移動軌跡にもとづいて，交通

行動日誌の入力を行う．また，交通診断情報のフ

ィードバックに加え，参加者は代替交通パターン

シミュレータを用いて一日の移動全体について

代替パターンを検討することができる．定常的で

制約の強い通勤通学交通での自動車利用抑制に

は限界があると考え，一日全体を対象にすること

で通勤通学交通以外での自動車利用の削減も期

待した．図 5-4 は GPS-MM の交通調査画面，図

5-5 は 1 日の交通診断情報画面，図 5-6 は代替交

通パターンシミュレーションの結果の例である． 

 
図 5-4 GPS-MM: 交通行動日誌調査画面 

 

 
図 5-5 GPS-MM: 1 日の交通診断情報画面 
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図 5-6 GPS-MM: 代替交通パターン 

シミュレーション結果の例 
 
一方，健康 MM はキャンパス周辺の公共交通サ

ービス水準が低く，短距離圏に居住する自動車利

用者にとって代替可能な交通手段が少ないこと

から，健康と運動に関する詳しい情報を提供する

ことで，自転車や徒歩などへの転換を狙ったもの

である．健康や運動に興味のある人を募集し，事

前に身体測定，希望者に対する血液検査を実施し，

調査期間中には電子万歩計を携帯させて運動量

を計測した上で，対象者の興味に沿った詳細な情

報提供を行った．図 5-7 に健康 MM の健康と運動

に関するフィードバックシートを示す． 

 
図 5-7 健康 MM: 健康・運動フィードバック 

 
Web-TFP ではそれぞれ 3 回のコミュニケーシ

ョン（Wave1～Wave3）を実施した．各プログラ

ムについて，事前（Wave1）と事後（Wave3）の

双方の Wave への参加者の交通手段分担率の平均

値を図 5-8 に示す．比較対象として，自動車群の

うち，交通調査のみで情報フィードバックを行わ

なかった非 MM 群，参考として事前調査で主な通

勤通学手段が自動車以外の非自動車群（非 MM 群

同様交通調査のみ実施）の結果も示す． 
通勤通学 MM は 10 月から 12 月にわたる期間

を対象としたため，気候の影響を大きく受ける結

果となった．非 MM 群では徒歩と自転車，鉄道の

利用が減少して自動車利用は増加している．また，

非自動車群ではもともと自動車による通勤通学

は少ないものの，非 MM 群と同様に徒歩，自転車

が減少し，自動車は増加している．このため，季

節変動の影響から，MM 期間中にキャンパス通勤

通学者の自動車利用は増加する傾向にあったと

考えられる． 
これに対し，通常 MM の参加者では，自動車利

用はわずかに減少しており，MM による介入が無

い場合の増加傾向からも，通常 MM に一定の自動

車利用抑制効果があったと考えられる． 
次に一日の移動全体を対象とする GPS-MM で

は，全目的で自動車利用が減少している．トリッ

プ目的別に検討すると，通勤通学では非 MM 群な

どと同じく，やや増加傾向が見られるが，買物や

娯楽などの私事目的トリップで自動車利用が大

きく減少している．これは，GPS-MM の参加者

が一日全体の移動パターンを検討することで，相

対的に変化させやすい通勤通学以外で自動車利

用を控えたものと考えられる． 
最後に健康 MM では，通勤通学目的で自動車利

用が大きく減少している．個別のサンプルで検討

すると，当初想定したように短距離自動車通勤通

学者が自転車に転換しているのに加え，長距離の

自動車利用者が鉄道端末での自転車利用に着目

して鉄道に転換する事例が確認された． 
以上，通勤通学 MM で実施した 3 種類の

Web-TFP は，各システムの特徴に応じて一定の

自動車利用抑制効果を示したものと考えられる． 
このような多様な交通実態の把握とそれらに

もとづくコミュニケーション施策の実施は，郵送

方式や訪問方式では極めて困難であるが，応答型

Web 交通調査手法の活用によって可能となった

ものである． 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非自動車群：Wave3

非自動車群：Wave1

制御群：Wave3

制御群：Wave1

健康MM：Wave3

健康MM：Wave1

GPSMM：Wave3私事目的

GPSMM：Wave1私事目的

GPSMM：Wave3通勤通学

GPSMM：Wave1通勤通学

GPSMM：Wave3全目的

GPSMM：Wave1全目的

通常MM：Wave3

通常MM：Wave1

鉄道 バス 自動車 バイク 自転車 徒歩 その他  

図 5-8 グループ別交通手段分担率平均値の変化 
 
ここで示したような応答型 Web 交通調査手法

の組み合わせにより，Web 環境の整った大規模事

業所を対象にした MM において，実態把握，対象

設定，コミュニケーション手法の設計と適用まで

を効果的に実施することが可能であり，過度の自

動車利用の抑制のために有用な手法を提供でき

る． 
 
６． 結論と課題 

 
以上，本論文で具体的に開発した 3 種類の応答

型 Web 交通調査システムは，応答型 Web 交通調

査手法の特徴を活かし，技術的課題を克服し，計

画の立案や評価に必要なデータの収集や，効果的

なコミュニケーションが可能であることを実証

したものであり，その適用領域の拡大に大きく寄

与すると言える． 
各システムの課題と発展の方向性を整理する． 
３．の通勤通学交通調査システムについては，

公共交通の時刻表や，身分別の時間価値，乗り換

え抵抗などを考慮したサービス水準データベー

スの構築，曜日による到着・出発時刻の変動の考

慮などが考えられる．このうち，公共交通の時刻

表については，５．の GPS-MM のために開発し

た iSMAP-Kashiwa システムで対応している． 
また，通勤通学先の移転は，転居のきっかけと

なることが多いと考えられ，居住地と交通手段の

選択構造や，転居後に想定するライフスタイルと

の関係など，長期的な意志決定メカニズムの解明

に資するような調査手法の開発も有益であろう． 
４．の休日私事外出活動調査システムについて

は，調査実施上の課題として，Web 利用者に効率

的に接触することが困難な住宅地を対象とした

ため，低い回答率となったことがあげられる．こ

の問題については，今後の Web の普及に加え，

Web 調査の柔軟性を活かして目的地側での面接

型調査での対応，あるいは多数の Web 調査モニ

ター登録者を持つ調査会社との連携などによっ

て解決可能であると考える．また，詳細な個人の

状況に関するデータを収集し，代替案のカスタマ

イズに用いることが応答型調査の大きな特徴で

あるが，そのために回答者の負担が増加し，回答

率や回答の信頼性にも影響を与える可能性があ

る．位置特定機器や携帯端末などによる一部入力

の自動化，簡易化や，１回の調査の長時間化を避

けるために実態把握と意識調査を 2回に分割して

実施するなどの工夫が重要であろう． 
発展の方向性としては，現状のシステムでは考

慮されていない，目的地内での活動順序や移動を

明示的に取り扱う，目的地の活動施設の特徴を考

慮した活動の追加や削除を扱えるようにするな

ど，仮想スケジュール構築の精緻化，詳細化が挙

げられる．また，魅力向上施策の影響について回

答者にわかりやすく伝えるために，動画の活用や，

室内シミュレーション実験との連携なども考え

られる． 
５．の大規模施設での MM に関しては，MM 実

施の効果を高めるためには，参加者の増加が重要

であり，通常 MM のような全体を対象とするプロ

グラムで，効率的に参加率を向上させるためのシ

ステム設計や広報活動の検討が必要である． 
また，GPS-MM や健康 MM のような，参加者

の興味に合わせたコミュニケーションでは，実施

コストが高いものの，より大きな効果が得られて

おり，個別にカスタマイズした情報を作成できる

応答型 Web 交通調査手法の特徴を活かしたコミ

ュニケーションシステムの開発を続ける意義は

高いと考えられる． 
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